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１．生産性を向上するネットワーク・交通結節点整備、
自動運転の普及・促進に向けた支援
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暫定4車線
（片側2車線）
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完成6車線
（片側3車線）
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※延長は上下線平均

：運用車線 ：構造物４車線対応区間 ：構造物6車線対応区間（ラバーポール等による仕切り）
※土工切残し部含む

○ 新東名、新名神の６車線化等により、三大都市圏をつなぐダブルネットワークの安定性・効率性を更に向上させることが必要。

○ ６車線運用に対応した構造物が概成している新東名（御殿場JCT～浜松いなさJCT）、新名神（亀山西JCT～大津JCT）において
６車線化整備を実施。

構造物対応状況

上り線

下り線

※率は計画延長より算出
※３車線運用、構造対応済み延長は、上下平均

120km/h試行運用
実施中（2019.3～）
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H30.8 ６車線化
事業許可

計画 供用
６車線運用中

６車線構造対応済
【４車線運用】

新東名 ２８９ｋｍ
２３７ｋｍ

（82%）
９０ｋｍ
（31%）

８９ｋｍ
（31%）

御殿場JCT～浜松いなさJCT １４５ｋｍ
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（38%）
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※渋滞等を考慮し、枚方トンネル
など付加車線を設置

ラバーポール

三大都市圏をつなぐネットワークの安定性・効率性の向上（新東名・新名神機能強化）
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○ 物流の生産性向上のため、新東名を中心にダブル連結トラックが平成31年1月29日から本格導入。

○ 新東名（新静岡～森掛川）等において、平成31年3月1日より120km/hの試行運用を実施中（大貨等、三輪、けん引は80ｋｍ/ｈ）

○ トラック隊列走行の実現に向けて、新東名等において公道実証を実施中。

ダブル連結トラック：１台で２台分の輸送が可能

■ ダブル連結トラックの本格導入 ■ 新東名における速度規制見直し試行

■ トラック隊列走行の公道実証

＜経緯＞
・平成30年 1月～ 後続有人隊列走行

［CACC(協調型車間距離維持支援システム)］

・平成30年12月～ 後続有人隊列走行
［CACC＋LKA(車線維持支援システム)］

・平成31年 2月～ 後続無人隊列システム（後続有人状態）
［CACC＋LKA＋先頭車運転支援（後続車の後方画像モニタ） 等

＜隊列走行の実現イメージ＞

・平成31年1月29日より特車許可基準の車両長を緩和
（現行の21mから最大で25mへの緩和）

・物流事業者のニーズを踏まえ、令和元年8月8日より
東北から九州まで対象路線を拡充

・今後、SA/PAにおいてダブル連結トラックに対応した
駐車マスの整備等を推進

平成29年11月～
110km/hの試行開始

平成31年3月1日～
120km/hに引き上げ

先頭車両と後続車両を電子的に連結することで隊列を形成

ドライバーが運転 運転支援 or 自動走行システム

自動運転に対応した道路空間の整備 ～新東名における輸送効率化等に向けた取組～
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トラック隊列走行の実現に向けた取り組み

○ 令和２年度の高速道路（新東名）における後続車無人隊列走行システムの技術的実現（政府目標）に向け、既
存のＳＡ・ＰＡの拡幅などを実施するとともに、合流制御方法の技術的検討やＧＰＳ精度の低下対策など、
新たな実証実験を実施。

隊列走行
合流注意

ランプメータリング等
の技術検討

注意喚起ＬＥＤ板 位置情報の提供
（ＧＰＳ測位精度の低下対策（トンネル等））

連結・解除スぺースの確保
■令和２年度の実施内容

区画線の維持補修

連結・解除スぺースの確保

隊列走行

■新東名における公道実証実験状況 ■これまでの実証実験における課題

大型車（バス）が合流しようとしたとこ
ろ隊列トラックが本線側から接近し、
合流できず停車

［大型車の合流阻害］ ［ＧＰＳ測位精度の低下］

ネット（ゴルフボールよけ）により測位
精度が低下
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○ スマートICが設置された新東名高速道路浜松ＳＡに中継物流拠点を整備し、物流事業者の中継輸送を促進

浜松SA
スマートIC(下

)

浜松SA
スマートIC(上)

浜松SA(下)

CA浜松

名古屋方面

浜松SA(上)

東京方面

浜松SA(下)

出入口

【全 景】

【駐車場詳細】

20m
75m

予

備

8 ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ 9

15 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30
一

時

退

避

場

所

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

【位置図】 （出典）NEXCO中日本

【運用イメージ】

関西 関東
３日間合計
拘束時間：約57時間（車中泊、休憩、待機含む）
うち、実働時間：約26時間（運転、作業）

①関西⇔関東間の往復運行の場合（従来の運行） ※１往復：３日間の行程の場合

関西 コネクトエリア浜松
(中継物流拠点) 関東関東⇔中継拠点

往復：600km
関西⇔中継拠点
往復：600km

②コネクトエリア浜松利用の場合（新しい運行） ※定型・日帰り運行の場合

拘束時間：12時間 拘束時間：24時間拘束時間：12時間＋

600km

600km

【車両の稼働イメージと拘束時間】
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中継輸送システムの強化 『コネクトエリア浜松』



道の駅「かみこあに」を拠点とした自動運転サービスの社会実装について

■走行ルート

■運営体制

道の駅
「かみこあに」

堂川地区

小沢田地区

高齢者生活福祉センター
（社会福祉協議会）

生涯学習センター
村役場

診療所

宿泊交流拠点
（コアニティ）

小沢田
郵便局

小沢田
公民館

集会所

福館地区

地域の協力を得て一般交通が
侵入しない専用区間（一時的）

片道約１.０km

交流センター

自動運転の走行ルート

小沢田・堂川ルート
（往復5㎞、43分）

小沢田・福舘ルート
（往復4㎞、35分）

停留所

小沢田周回ルート
（往復1.9㎞、20分）

延長約4km（片道）

■自動運転車両

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大７人（旅客定員 5人）

○ 速度：１２km/h 程度

〇 導入台数：１台

○ 運転手：地元の有償ボランティアが対応

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

電磁誘導線

＜自動運転の仕組み＞＜使用車両＞

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

©NTT空間情報

○ 道の駅「かみこあに」を拠点とした全長４ｋｍのルート
○ 地域の協力を得て、一部区間で期間を限定して一般車両が進入しない

専用区間を確保することで実施

高齢者の送迎
農作物や日用品等配送 等

運営主体

サービス

運行ルート

運行
スケジュール

運賃・運送料

NPO法人 上小阿仁村移送サービス協会

定期便 ： 午前１便 午後１便
デマンド ： 定期便の隙間の時間

運賃 ： 200円/回
運送料 ： 200円/回（予定※着手時期調整中）

３ルート

看板による周知

※令和元年11月30日時点の内容
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道の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証実験の実施箇所
令和２年１月時点

島根県飯石郡飯南町
（道の駅 赤来高原）

いいしぐん いいなんちょう

熊本県葦北郡芦北町
（道の駅 芦北でこぽん）

あしきたぐん あしきたまち

滋賀県東近江市蓼畑町
（道の駅 奥永源寺 渓流の里）

ひがしおうみし たてはたちょう

栃木県栃木市西方町
（道の駅 にしかた）

とちぎし にしかたまち

北海道広尾郡大樹町
（道の駅 コスモール大樹）

茨城県常陸太田市
（道の駅 ひたちおおた 及び

高倉交流センター）

ひたちおおたし
富山県南砺市
（道の駅 たいら）

なんとし

長野県伊那市
（道の駅 南アルプスむら長谷）

いなし

岡山県新見市
（道の駅 鯉が窪）

にいみし

徳島県三好市
（道の駅 にしいや・かずら橋夢舞台）

みよしし

福岡県みやま市
（みやま市役所 山川支所）

新潟県長岡市
（やまこし復興交流館おらたる）

ながおかし

岐阜県郡上市
（道の駅 明宝）

ぐじょうし

愛知県豊田市
（道の駅 どんぐりの里いなぶ）

とよたし

滋賀県大津市
（道の駅 妹子の郷）

おおつし

山口県宇部市
（楠こもれびの郷）

うべし

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/２～１２/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/５～１１/２９
使用車両： 先進モビリティ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１２/９～Ｈ３１.２/８
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３１.１/２７～３/１５
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.５/２１～Ｒ１.６/２１
使用車両： 先進モビリティ

Ｈ３０年度～ ： ７箇所

Ｈ２９～３０年度：１８箇所

（短期の実証実験）

（長期の実証実験）

（社会実装）

Ｒ元年度～ ： １箇所

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.１１/１５～１２/２０
使用車両： ヤマハ

山形県東置賜郡高畠町
（道の駅 たかはた）

ひがしおきたまぐん たかはたまち

秋田県北秋田郡上小阿仁村
（道の駅 かみこあに）

きたあきたぐん かみこあにむら

【社会実装】Ｒ１．１１／３０～
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利便性向上に向けた取組

ETC2.0バスロケシステム

貨客混載

ETC2.0を共通プラットフォームと
する、新たな高速バスロケシステ
ムの実証実験を実施し、利用者へ
の情報提供等の充実を推進。

⇒今後、バスタ新宿を中心に本格

導入し、他のターミナル等へ展

開

茨城県常陸太田市から、地元の

新鮮な野菜を貨客混載による高速

バスでバスタ新宿に運び、東京都

で販売する事業を拡大する実証実

験を実施（H30.9～H31.3）。

バスタマーケット

「バスタ新宿」前（国道20号）の歩

道において、「道路空間を活用した

賑わい創出」を目的として、地域の

特産物などを販売する実証実験を

実施（H30.11）。

バリアフリー対策

障害者や高齢者等の利便性向

上として、バスタ新宿～羽田空港間

で、リフト付高速バスの運行を開始

（H29.12～）。また、点字ブロックや

フロア案内図など、より分かりやす

い案内や路面標示を充実。

概要 （H28.4オープン）

※2019年4月末現在

○高速バス利用者数

平均 約２．９万人／日

（最大 約４．１万人／日）

○高速バス発着便数

平均 約１，４９４便／日

（最大 １，７２０便／

日）

○高速バス運行会社数

１１７社

道路事業（国道20号）と民間ターミナルの官民連携で整備

鉄道駅と直結し、19箇所に点在していた高速バス停を集約

利用状況

バスタ新宿（日本最大のバスターミナル）

バスタプロジェクトの取組み事例(バスタ新宿)
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■ 高速道路整備の進展にあわせて高速バス需要が増加

高速バスネットワークの現状高速バスの利用動向

災害時における高速バスの役割

道路交通の影響の改善

高速道路等をフル活用した、平常時・災害時を問わない公共交通ネットワーク・利用拠点の強化

北海道縦貫自動車道

東北自動車道

新東名高速道路

新名神高速道路
名神高速道路

山陽自動車道

九州縦貫自動車道
※全国の高速バス事業者に対する調査結果をもとに作成
※調査結果の全国におけるカバー率は運行系統数ベースで84％
※運行回数は平成28年3月時点、平日のみ、片道を0.5回とカウント

0回
1～10回未満
10～50回未満
50～150回未満
150回以上

運行回数（回/日）

■ 路線は縦貫道に集中、横断道の活用は不十分

■ 鉄道駅周辺ではバス停がバラバラに設置

3 4 3 2

8

1 2
6

4
2 2 3

5 2 3 6

6

1
1

8

4

3 2
4

0

10

札
幌
駅

仙
台
駅

新
潟
駅

新
宿
駅

三
宮
駅
…

呉
駅

高
松
駅

天
神
駅

長
崎
駅

熊
本
駅

大
分
駅

宮
崎
駅

路線…
高速…

（箇所）

平均：約７箇所

※2019年4月現在

■ 東日本大震災 [H23.3]

震災後の２カ月間で、首都圏－東北地方

間の31路線で30万人を輸送。運休してい

た東北新幹線の代替輸送機関として重要な

役割を果たす。

■ 広島豪雨災害 [H30.7]

豪雨災害により、広島～呉間を結ぶ鉄道

及び高速道路（広島呉道路）が被災し、都

市間交通の移動が大幅に制限。

復旧した国道31号に交通が集中する

中、緊急車両とバスのみ通行可能とする運

用を開始し、災害時ＢＲＴの運行を実施。
＜災害時BRTの運行＞

478

1,128
1,483 1,530

3,451

4,778

5,247

0

2,000

4,000

6,000

H1 H5 H10 H15 H20 H25 H28

運行系統数高
速
バ
ス
運
行
系
統
数[

本(

延
べ
数
）

0.44
0.55 0.60

0.86

1.01
1.09

1.16

4406 5404

6385

7187
7554

8335

8652

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

H1 H5 H10H15H20H25H28

輸送人員

高速自動車国

道延長

高
速
自
動
車
国
道
延
長
［
ｋ
ｍ
］

高
速
バ
ス
輸
送
人
員[

億
人]

※ 鉄道駅から1km圏内に設置された同一系統において最も鉄道駅に近接している高速バス停（空港連絡バス含む）・路線バス停を対象とし集計
※ 駅前ロータリーのように乗降所が密集・連続している場合は1箇所としてカウント（高速バス停と路線バス停は別カウント）
※ ジョルダン（株）作成データ（R1年4月1日時点）をもとに作成

出典：（公社）日本バス協会 「2018年度版（平成30年度） 日本のバス事業」

出典：国土交通省自動車交通局
「東日本大震災での旅客自動車輸送（バス等）分野の対応」

バスタプロジェクトの展開に向けた背景
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民間と連携した新たな交通結節点づくりの推進

○ 交通混雑の緩和や物流の円滑化のため、バス・タクシー・トラック等の事業者専用の停留施設を道路附
属物として、新たに位置付け

施設運営については、コンセッション（公共施設等運営権）制度の活用を可能とする

特定車両停留施設

維持管理・運営における民間ノウハウの活用事業者専用の道路施設の構築

○ バス、タクシー、トラック等を停留させるための「特定車両停
留施設」を、新たに道路附属物として位置付け

道路管理者が停留料金を徴収できることとする 等

○ 特定車両停留施設に「コンセッション (公共施設等運営権)
制度」の活用を可能とする

運営権者が利用料金を収受できることとする
協議の成立（契約の締結等）により占用許可とみなす 等

⇒ 収入の多様化により民間事業者の参入が容易に
＜集約公共交通ターミナル(バスタ)における事業スキームイメージ＞

出典：国道２号等 神戸三宮駅前空間事業計画「中間とりまとめ」（概要）

［再開発ビル内に設置する場合
の構成のイメージ］

［バス待合空間のイメージ］

［バス乗降空間のイメージ］

＜特定車両停留施設のイメージ＞

占用許可 占用料 利用
料金

利用
契約

コンセッション契約

テナント
契約

テナント料

民間事業者

テナント バス事業者等

道路管理者 兼用工作物協定
現

行

民間事業者

テナント バス事業者等

道路管理者
今

回

案

利用
料金

利用
契約
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■ 国道１５号品川駅西口駅前広場

ＪＲ･京急品川駅
（北側）

ＪＲ･京急品川駅
（南側）

３丁目
新規開発ビル

４丁目開発

商業施設

至 横浜

至 日本橋

国道１５号

センターコア

次世代型
交通ターミナル

賑わい広場

品川駅西口駅前広場の将来の姿

２０１９年４月 新規事業化

⇒ リニア開業時（２０２７年）の概成を目標

◆人々が集う賑わい広場

◆シンボリックなセンターコア

複合ターミナル

◆次世代型交通ターミナル

道、駅、まちが一体となった都市基盤の整備を進め、
「世界の人々が集い交わる未来型の駅前空間」の創出

◆開発計画と連携した
複合（交通・防災）ターミナル

■ 国道２号等 神戸三宮駅前空間

ひと・モノ・交通が行き交う新たな“港”
未来型駅前空間の創出

※「国道15号・品川駅西口駅前広場 事業計画（概要）」より抜粋

２０１９年８月 事業計画「中間とりまとめ」公表

⇒ 事業計画の策定に向け、地域において検討中

地下鉄海岸線
三宮・花時計前駅

阪急
神戸三宮駅

地下鉄西神・山手線
三宮駅

阪神
神戸三宮駅

ポートライナー
三宮駅

点在する中・長距離バス停をひとつに集約

新たな中・長距離
バスターミナル

三宮バスターミナ
ル

（ミント神戸）

点在する
中・長距離バス

停

ＪＲ三ノ宮
駅

６つの駅をひとつにつなぐ
人と公共交通優先の空間

「三宮クロススクエア」

集約型公共交通ターミナル

中・長距離バスや新たなモビリ

ティなど、多様なモードを利用しや

すい新たな交通結節点を整備

魅力的な駅前空間を創出する
三宮クロススクエア

道路を人と公共交通優先の空

間に転換する「三宮クロススクエ

ア」により、“ひと”中心の空間を

地上に整備

人の賑わいと回遊性
を創出するデッキ

三宮クロススクエアと再開発ビル

が一体となった賑わい空間の創

出や神戸三宮駅前空間の回遊

性を向上するためのデッキを整

備

回遊性を向上させる
モビリティネットワーク

道路や神戸三宮駅前空間

の回遊性を向上させる

新たなモビリティネットワー

クを構築

※「国道２号等 神戸三宮駅前空間 事業計画「中間とりまとめ（概要）」より抜粋

防災都市・神戸の駅前防災拠点

三宮クロススクエアのオープン

スペースに一時退避場所等を

整備

再開発ビルを代替輸送拠点、

物資集積拠点等に活用

バスタプロジェクトの取組み事例
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２．安全で地域を豊かにする道路空間
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【取組・動向】
シェアリングサービス
・個人間のカーシェア、ライドシェアが普及

多様なモビリティの共存
・超小型モビリティは、配送
や訪問介護の巡回、観光
地の移動手段として利用
開始

・シニアカーの普及や電動キックボードなどの社会実
験も進む

・自動運転実用化に向けた実証実験

多様化する道路空間へのニーズ

社会・経済情勢の変化や新たな技術の登場に伴い、道路空間に対するニーズは従来にも増して多様化。

安全・安心 賑わい・利活用 新たなモビリティ
【社会情勢・現状】

・人口減少、超高齢化社会の到来
・高齢者、障害者も含んだ一億総活躍社会の実現
・歩行中・自転車乗車中の交通事故死者数が多
い。また、その発生箇所は身近な道路で多い。

【社会情勢・現状】

・人々が集い、多様な活動を繰り広げる、賑わい創
出に資する空間へのニーズの高まり

・訪日外国人旅行者の増加、観光先進国に向けた
様々な取組

・地方創生の推進
・良好な道路の景観形成に対する要請の高まり

【社会情勢・現状】

・ICTの急速な進展
・物流、公共交通の運転業務のドライバー不足
・地球温暖化への対応
・低速モビリティなど新たな交通手段やMaaSの登場

【取組・動向】

道路空間のユニバーサルデザイン
・高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関する
法律（改正バリアフリー法）の施行(H30.11)
自転車通行空間の創出
・安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン
の策定(H28.7)等
安全・安心な道路空間
・生活道路等における人優先の
安全・安心な歩行空間の整備

【取組・動向】

賑わいの創出
・道路空間を活用した賑わい創出の取組が各地で
展開

道路空間のオープン化
・限られた都市空間の中で一定の割合を占める道
路空間を最大限活用

景観に配慮した道路空間形成
・「道路デザイン指針(案)」の改定 (H29.10)等

オープンカフェ 芝生広場と休憩施設

【御堂筋のフルモール化】

出典：御堂筋将来ビジョン（大阪市）

カーシェアリング シェアサイクル

超小型モビリティ

シニアカー 電動キックボード

状態別交通事故死者数 自宅からの距離別死者数
（歩行者・自転車）

出典：令和元年度道路政策ビジョン
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駅
(交通結節点)

学校

病院

役所

図書館

目指すべき「多様なニーズに応える道路空間」 の概念

＜通過交通を担う幹線道路＞ ＜ユニバーサルデザイン化＞ ＜賑わい創出による地域活性化＞ ＜面的な交通安全対策＞

【凡例】

幹線道路

賑 わ い

安 全
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
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<<地域を豊かにする歩行者中心の道路空間の構築>>
歩行者の安全かつ円滑な通行及び利便の増進を図り、快適な生活環境の確保と地域の活力の創造に資する道路を指定

歩行者利便増進道路制度

歩行者の利便増進のための構造基準の策定 利便増進のための占用を誘導する仕組みの導入

W=25.0m
3.0

中央分離帯

3.0
歩道

1.5
路肩

3.25
車道

3.25
車道

3.25
車道

3.25
車道

1.5
路肩

3.0
歩道

・ 歩道等の中に、“歩行者の利便増進を図る空間”を定める
ことが可能に

〔イメージ〕

指
定
道
路

特例区域

・ 特例区域では、占用がより柔軟に認められる
・ 占用者を幅広く公募し、民間の創意工夫を活用した空間づくり

が可能に
・ 公募により選定された場合には、最長20年の占用が可能
（テラス付きの飲食店など初期投資の高い施設も参入しやすく）

【再構築後】

【再構築前】

車道を４車線から２車線
に減らし、歩道を拡幅

歩行者の利便増進を図る空間

2.753.0
有効幅員

1.5
植樹帯

2.0 3.25
車道

3.25
車道

2.0 1.5
植樹帯

W=25.0m

自転車
通行帯

(路肩含む)

自転車
通行帯

（路肩含む）

3.0
有効幅員

5.75
歩道

5.75
歩道2.75

賑わいを目的
とした空間

賑わいを目的
とした空間

歩行者利便増進道路の指定制度の創設
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３．災害時に機能を確保するための道路施策
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高速道路のリダンダンシーの確保（平成30年7月豪雨での事例）

○ 被災により通行止めとなった高速道路の広域迂回路として道路ネットワークが機能
○ 被災した４車線区間のうち２車線を対面通行として交通機能を早期に確保

○ 高知道(川之江東JCT～大豊IC)におい
て、
上り線の橋梁が流出したが、下り線を活用
し、早期に交通機能を確保

通行止め区間（7/12時点）

おおとよか わ の え ひがし

＜区域外からの土砂等流入による被災状況＞

≪山陽道の事例≫

×

こうち ひろしま

≪高知道の事例≫

運行形態

山陽道（高屋～西条）

＜片側一車線での物資輸送車両の通行状況＞

←大豊IC

上り線

下り線

笹ヶ峰TN 

新宮IC→橋桁流出箇所

大豊ICから約３ｋｍ 対面通行規制区間
（約８ｋｍ）

新宮ICから約８ｋｍ

至 高松
（川之江東JCT）

至 高知
（大豊IC）

高知道の被災状況

○ 山陽道が通行止めとなったが、補完する２ルート(中国道及
○ び山陰道) により広域交通の機能を確保

○ 山陽道(河内IC～広島IC)において、片側一車線を優先啓開
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災害時 交通マネジメントについて

災害対応における課題 具体的な施策

・限られた交通処理能力の最大化 ・統括的交通マネジメント

【具体的な施策】

仁保
JCT

呉IC

坂駅

坂町

海田町

熊野町

坂南IC

天応西IC

呉市

坂北IC

［メンバー体制］

［目的］ ■広島・呉・東広島都市圏域を結ぶ幹線道路の渋滞緩和を図るため、
交通マネジメント施策の包括的な検討・調整等を行うことを目的

地元の
学識経験者

行政
・地方整備局
・経済産業局
・運輸局 ・警察
・教育委員会
・広島県 ・広島市
・呉市 ・東広島市

経済団体
・中国経済連合会
・広島商工会議所
・呉商工会議所

藤原章正委員長(広島大学)

【通常運用時】

広島方面向きのIC
で、呉方面向きの機
能を確保

天応西ICで特別転回
することで、呉IC～
天応西ICが通行可能

天応東
IC

天応西
IC

広島方面
部分開通
出来ない

呉IC～天応東ICは
通行不可

呉方面

天応東
IC

天応西
IC

呉方面

広島方面

【今回の運用】

交通事業者
・旅客船協会 ・バス協会
・JR西日本 ・広島電鉄
・NEXCO西日本
・広島県道路公社
・広島高速公社

※災害時BRTは京阪神等から広域支援
※運行情報取得のため、予めGPSの搭載が必要

○広島・呉・東広島都市圏 災害時交通マネジメント検討会の設置

○常時の交通マネジメントのルールにとらわれない施策の例

■統括的交通マネジメントの導入例（広島呉道路）

ICの逆走運用
（広島呉道路天応西IC）

バス専用レーンの
設置（国道31号）

ＪＲ呉線と広島呉道路の被災などによる広島～呉間の道路交通渋滞緩和のため、交通マネジメントを実施

○高速道路料金調整による
広域迂回誘導の実施

◯ 発災時は復旧活動等を支えるため、限られたネットワーク等を活用して、交通処理能力の最大化が必要

◯ 西日本豪雨災害の際に体制構築に時間を要した反省を踏まえ、統括的交通マネジメントに係る組織を
構築し、災害発生時に速やかに実施体制に移行する環境を整備

（山陽道などを経由した広域迂回）

○災害時BRTの運用
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４．道路の老朽化対策
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○ 平成２６年度以降５年間（一巡目）の点検の実施は概ね完了。

○ 全国の橋梁における修繕が必要な施設数は、早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）が１０％（約６万８千橋）、緊
急に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）が０．１％（約７百橋）の合計約７万橋。

○ 全国の橋梁において、次回点検までに措置を講ずべき橋梁（判定区分Ⅲ・Ⅳ）のうち修繕に着手した割合は、地方公
共団体管理で２０％。

管理者
うち完了（C）

3,427 1,811
(53%)

617
(18%)

1,616
(47%)

2,647 846
(32%)

457
(17%)

1,801
(68%)

地方
公共団体

62,977 12,700
(20%)

7,430
(12%)

50,277
(80%)

都道府県
政令市等

20,586 4,889
(24%)

2,684
(13%)

15,697
(76%)

市区町村 42,391 7,811
(18%)

4,746
(11%)

34,580
(82%)

合計 69,051 15,357(22%) 8,504(12%) 53,694(78%)

修繕着手済み
施設数（Ｂ）

修繕未着手
施設数

修繕が必要な
施設数（Ａ）

国土交通省

高速道路
会社

道路の橋梁の点検・修繕の状況

判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁における修繕着手・完了率平成26～30年度の点検実施状況

橋梁
(717,391) 9% 19% 27% 27% 18% 99.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

41% 49% 10% 0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(716,466)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

判定区分の割合

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。※

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

※（ ）内は、平成30年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数
（平成26～30年度の間に撤去された施設や、上記分野の点検の対象外と判明した施設等を除く。）

※（ ）内は、平成30年度末時点管理施設のうち点検の対象となる 施設数（平成３０年度末時点で診断中の施設を除く）
※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

※判定区分Ⅲである道路橋や部材については次回定期点検までに措置を講ずべき（定期点検要領（技術的助言））。 21



維持管理・更新費の推計

1

2

3

4

5

○ 予防保全の考え方によるインフラメンテナンスの実施を基本として、近年の取組の実績や新たな知見等をまえ、今後30年後
までの維持管理・更新費を推計。

○ 事後保全の場合には、維持管理費は最大2.4倍に増加するが、予防保全の場合には最大1.5倍に抑制できるという試算結果。
○ 予防保全の場合、今後30年間の地方を含めた維持管理・更新費の合計は、71.6～76.1兆円程度となる。
○ 今後、引き続き、新技術やデータの積極的活用、集約・再編等の取組による効率化を図り、持続的・実効的なインフラメン

テナンスの実現を目指す。

※ 2018年度の値は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値

凡例：〔 〕の値は2018年度に対する倍率

約1.9兆円
約1.7兆円

約4.1兆円
～約3.9兆円

予防 事後
2018(平成30)年

［予防保全］
最大1.5倍

［事後保全］
最大2.4倍

(兆円)

予防 事後
2028年

予防 事後
2038年

予防 事後
2048年

変動幅

分野 2018年度※ 5年後
(2023年度)

10年後
(2028年度)

20年後
(2038年度)

30年後
(2048年度)

30年間 合計
(2019～2048年)

道路
1.9

〔1.2〕
2.1～2.2

〔1.4〕
2.5～2.6

〔1.5〕
2.6～2.7

〔1.2〕
2.1～2.2 71.6～76.1

【参考】
国土交通省
所管12分野

合計 5.2
〔1.2〕

5.5～6.0
〔1.2〕

5.8～6.4
〔1.3〕

6.0～6.6
〔1.3〕

5.9～6.5 176.5～194.6

主な推計の実施条件

１．国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航

路標識、公園、公営住宅、官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方公

共団体、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合（海岸、下水道、港湾）、

港務局（海岸、港湾）が管理者のものを対象に推計。

鉄道、自動車道は含まれていない。このほかに、高速道路6会社は、維持管理・更新

費として約19.4兆円（2019～2048年度）を予定。

２．更新時に、現行基準への適合のための機能向上を実施。

３．点検・修繕・更新等を行う場合に対象となる構造物の立地条件や施工時の条件等に

より、施工単価が異なるため、この単価の変動幅を考慮し、推計値は幅を持った値

としている。

用語の定義

約2.7兆円
～約2.6兆円

予防保全
施設の機能や性能に不具
合が発生する前に修繕等
の対策を講じること。

事後保全
施設の機能や性能に不具
合が生じてから修繕等の
対策を講じること。

予防保全と事後保全の比較＜道路関係＞
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（参考資料）
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歩行者利便増進道路（イメー
ジ）

＜予算関連法律案＞

○ 大型車による物流需要の増大に伴い、特殊車両※ の通行許可手続の長期化など事業者負担が増大し、生産性が低下
※ 車両の重量等が一定限度を超過する車両

○ 主要駅周辺にバス停留所等が分散し、安全かつ円滑な交通の確保に支障
○ バイパスの整備等により自動車交通量が減少する道路が生じる一方、コンパクトシティの進展等により歩行者交通量が増加する道路も生じてお

り、歩行者を中心とした道路空間の構築が必要
○ 2020年を目途としたレベル３以上の自動運転の実用化に向け、車両だけでなくインフラとしての

道路からも積極的に支援する必要
○ 災害発生時における道路の迅速な災害復旧等が必要

背景・必要性

安全かつ円滑な道路交通の確保と
道路の効果的な利用を推進する必要

【目標・効果】 安全かつ円滑な道路交通の確保と道路の効果的な利用の推進
①：特殊車両の通行に係る手続の期間 約30日から2021年度末までに約10日（登録車両は即日）に短縮 ②：特定車両停留施設における高速バス年間利用者数 2030年度に概ね5,000万人
③：歩行者利便増進道路の累計指定区間 2025年度末までに概ね50区間 ④：地域限定型の無人自動運転移動サービスの累計展開地域 2030年末までに100箇所以上

○ 交通混雑の緩和や物流の円滑化のため、バス、タクシー、トラック等の事業者専用の停留施設を
道路附属物として位置付け（特定車両停留施設）

◆ 施設の運営については コンセッション（公共施設等運営権）制度の活用を可能とする

・ 運営権者（民間事業者）は、利用料金を収受することが可能 ・ 協議の成立をもって占用許可とみなす

2．民間と連携した新たな交通結節点づくりの推進 【道路法、道路特措法】

特定車両停留施設（イメージ）

○ 賑わいのある道路空間を構築するための道路の指定制度を創設 （歩行者利便増進道路）
◆ 指定道路では、歩行者が安心・快適に通行・滞留できる空間を整備（新たな道路構造基準を適用）
◆ 指定道路の特別な区域内では、 ・ 購買施設や広告塔等の占用の基準を緩和 ・ 公募占用制度により最長20年の占用が可能

◆ 無電柱化に対する国と地方公共団体による無利子貸付け（※予算関連）

3．地域を豊かにする歩行者中心の道路空間の構築 【道路法、財特法】

ウェブ上に表示される複数の通行可能経路（イメージ）

○ デジタル化の推進により、登録を受けた特殊車両※が即時に通行できる制度を創設 ※車両の重量等が一定限度を超過する車両

◆ 事業者は、あらかじめ、特殊車両を国土交通大臣に登録 ◆ 事業者は、発着地・貨物重量を入力してウェブ上で通行可能経路を確認

◆ 国土交通大臣は、ＥＴＣ2.0を通じて実際に通行した経路等を把握

◆ 国土交通大臣は、登録等の事務を一定の要件を満たす法人に行わせることができる

1．物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度の創設

○ 国土交通大臣が地方管理道路の道路啓開・災害復旧を代行できる制度を拡充

5．国による地方管理道路の災害復旧等を代行できる制度の拡充 【道路法】

自動運行補助施設（イメージ）

1．物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度の創設 【道路法、道路特措法】

（過積載等の法令違反も依然として散見）

法案の概要

○ 自動運転車の運行を補助する施設（磁気マーカー等）を道路附属物として位置付け（民間事業者の場合は占用物件とする）

◆ 磁気マーカー等の整備に対する国と地方公共団体による無利子貸付け（※予算関連）

4．自動運転を補助する施設の道路空間への整備 【道路法、道路特措法、財特法】

道路法等の一部を改正する法律案
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未就学児の交通安全対策（子供の安全な通行を確保するための道路交通安全環境の整備の推進）

・道路管理者による対策（対策箇所数：約28,000箇所※）
【安心安全な歩行空間の整備の例】

整備前 整備後

●歩道の設置

●防護柵の設置

【幹線道路と生活道路のエリアの機能分化の例】

整備前 整備後

●道路幅（歩道＋車線）の拡幅

●交差点改良（右折レーンの設置）●狭さくの設置●ハンプの設置

●ライジングボラードの設置●カラー舗装の実施 ●路面表示

※うち、緊急安全点検結果を踏まえてのもの 約23,000箇所

・＜参考＞警察による対策（対策箇所数：約7,000箇所）
【ゾーン30はじめ生活道路の交通安全】整備の例

●ゾーン入口の明示 など

●信号機の多現示化・LED化

●30キロの区域規制●とまれ文字の塗り直し

ゾーン30の整備

●横断歩道の新設・塗り直し ●信号機の新設

【生活道路のエリア内の交通安全の例】

整備前 整備後

○ 令和元年5月8日に大津市で発生した園児の交通死亡事故等を受け、未就学児を中心に子供が日常的に集団で
移動する経路の緊急安全点検結果を踏まえた交通安全対策を推進。
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自転車活用推進計画に基づく自転車活用の推進

面的な自転車ネットワークを構成する路線を選定し、その路線の整

備形態等を示した計画。

計画は、市町村が策定。

【出典：「三田市自転車ネットワーク（平成29年1月)」抜粋（凡例は国土交通省にて加工）】

○自転車活用推進計画（平成30年6月8日閣議決定）に基づき、

・地方公共団体における自転車ネットワーク計画を含む自転車活用推進計画の策定を推進

・ガイドラインに基づく歩行者と分離された自転車通行空間の整備を推進

[参考] 計画期間：2018年度から2020年度 ３年間

目 標：自転車活用推進計画を策定した地方公共団体数 200団体 等

＜自転車ネットワーク計画の例（兵庫県三田市）＞

自転車道

自転車専用通行帯

車道混在

■自転車ネットワーク計画

＜車道混在とする場合に併用する路面表示の標準仕様＞

平成24年11月、自転車は車道通行が原則との観点から、

・自転車ネットワーク計画の作成方法

・歩行者、自転車、自動車が適切に分離された自転車通行空間

設計の考え方

等をとりまとめ。（国交省及び警察庁）

平成28年7月、路面表示（矢羽根・ピクトグラム）を標準仕様化。

＜自転車道＞ ＜自転車専用通行帯＞

＜車道混在＞

＜ピクトグラム＞＜矢羽根＞

0.75m以上
〔色彩〕
白系色

〔色彩〕
青系色

幅＝0.75m以上

長さ
＝1.50m

以上

角度＝1:1.6

■安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン

※平成31年4月に道路構造令を改正し自転車通行帯を新たに規定。
道路交通法による交通規制を合わせて実施し、自転車専用通行帯の整備を促進。

■歩行者と分離された自転車通行空間の整備 [H31.4 道路構造令改正※]
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「道の駅」第３ステージに関する取組

[新たなコンセプト] [2025年に向けた主な取組]

３．あらゆる世代が活躍する地域の拠点機能の強化

１．インバウンド観光への対応強化

２．防災機能の強化

<対象駅>観光案内所のある道の駅 約850駅

多言語対応

外国人観光

案内所の認定

現在
10%

2025年
50%
以上

約500駅約110駅

子育て応援

<対象駅>全国の道の駅 1160駅

ベビーコーナー

の設置
現在
4%

2025年
50%
以上

約50駅 約600駅

道の駅「阿蘇」

道の駅
「あそ望の郷くぎの」

道の駅
「パレットピア大野」

第１ステージ （1993年～）
『通過する道路利用者の

サービス提供の場』

第２ステージ （2013年～）
『道の駅自体が目的地』

第３ステージ （2020～2025年）

『地方創生・観光を加速する拠点』へ
＋

ネットワーク化で活力ある地域デザインにも貢献

1160駅に展開 全国法人の始動

新たな「道の駅」ネットワーク

道の駅同士
の連携

多様な主体
との連携

第３ステージの概要

２０２５年の姿

子育て応援の強化

民間タイアップの
強化

３．あらゆる世代が
活躍する舞台と
なる地域センターに

等

インバウンド
観光への対応強化

周遊交通の
機能強化

１．「道の駅」を
世界ブランドへ

等

２．新「防災道の駅」が
全国の安心拠点に

地域防災
の機能強化

広域防災
の機能強化

「防災道の駅」の認定制度の導入

広域的な防災拠点となる「道の駅」を
「防災道の駅」として認定して、国の
支援を重点的に行う制度を２０２０年
から導入予定
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